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1. はじめに 
 

(1) 研究の背景・目的 

全国でも有数な「くるま社会」を形成する栃木県

の中でも，特にJR宇都宮駅東部地域においては交通

渋滞が著しく，産業活動や住民の日常生活にも大き

な支障をきたしている．栃木県や宇都宮市では，こ

のような都市および交通問題の抜本的解決策として，

欧米諸国を中心に実用化が進み，従来の路面電車の

機能を大幅に向上させたLRT(Light Rail Transit)の導

入検討を進めている．LRTには，交通問題の解決策

の他にも，沿道環境の改善，本格的な高齢社会への

対応，さらには空洞化が進む都心部の活性化等への

一定の効果が期待されている．しかし一方では，住

民の交通行動特性，またPRや適正な評価事例の不足

を要因として，賛否が論じられているのが現状であ

り，これを背景としてLRTの成立可能性を追求して

いくには，「LRTの魅力」を的確に捉えた事業評価

を実施する必要がある． 

本研究は，宇都宮市を事例として，非利用価値で

ある環境質等の沿道や地域社会に広く帰着すると期

待されるLRTの効果を，CVM(Contingent Valuation 

Method：仮想的市場評価法)を用いて適正に評価し，

経済的観点から，事業の有効性および課題を考察す

ることを目的としたものである． 

 

(2) 既存研究の整理 

 LRTの経済効果については，新谷(1998)1)らがイギ

リスのマンチェスター都市圏における費用便益比分

析の事例を報告し，課題として環境質等の非利用価

値を便益計測することの必要性を打ち出している． 

 

LRTがもたらす環境への効果について牧野(2001)2)

らは，宇都宮市を事例にCO2(二酸化炭素)減少量を経

年的に評価し，結論としてLRTが環境対策に有効で

あることを示した．この環境等の効果を経済的に評

価した事例として山岡(2001)3)らは，CVMを用いて市

民の事業に対する賛否態度を，意識構造分析を通じ

て明らかにした．また，LRTが創出する景観等の非

利用価値を対象とした研究として土田(2002)4)らは，

宇都宮市の鶴田沼緑地保全事業を事例に，CVMを用

いて支払意志額算定モデルを分析している． 

 既存研究から，環境質等の非利用価値の評価方法

として，CVMを用いることの有効性を知見として得

た．また近年，社会資本整備には財政フレームの縮

減を背景として，今後一層の経済的効率性が求めら

れている．これらを踏まえ本研究では，LRTの評価

に対してCVMの適用を前提に拡張費用便益比分析を

実施することで，事業の経済的効率性を定量的に立

証していくこととする． 

 

2. 研究の方法 
 

(1) 研究フロー 

 研究フローを図-1に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 研究フロー 
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(2) 実施方法 

 本研究では，時間短縮等の道路利用便益と環境改

善等の LRTの魅力に関する便益を算定し，拡張費用

便益分析を行う．ここで道路利用便益の算定は，道

路投資の評価に関する指針(案)5)に準じる．算定の基

礎となる交通量等については，TransCAD(Caliper 社

製)を用いた将来マクロシミュレーション 6)により得

る．当シミュレーションは，SP調査を基とした LRT

の機関分担率を用い，また LRTが有効に機能するた

めの土地利用施策として， TOD(Transit Oriented 

Development:公共交通指向型開発)を導入したもので

ある．一方，LRTの魅力に関する便益は，本研究に

おいて CVM調査を実施した上でWTP(Willingness to 

Pay:支払意志額)を推計し，これを原単位として算定

を行う．以上によりLRTの経済的効率性を評価する． 

 

3. ＣＶＭを用いた便益原単位の推計 

 

(1) 便益算定手法の設定 

 本研究では，図-2に示す LRTの魅力を便益算定す

るために CVM アンケート調査を実施し，原単位と

なる WTPを推計する．  

 

 

 

 

図-2 LRT の魅力のイメージ 

アンケートにおいて適正な回答を得るには，被験

者が理解しやすい具体的な整備効果と受益者の設定，

さらに現実的な支払方法に配慮する必要がある．ま

た WTP の分析には，回答しやすい，バイアスが小

さい，郵送に適する等の長所があり，統計的効率性

が高いと云われる二段階二項選択方式を用いる． 

 ここで便益算定の基本式を式-1とした．原単位は

CVMにより推計される WTPを用いる． 

便益＝原単位×受益者×割引率×評価期間  (式-1) 

 

 

 

 

 

(2) ＣＶＭアンケートの作成 

調査は，LRT・バス・自動車の効果イメージを提

示した上で支払意志を問う方式とした．ここで LRT

が持つ省エネルギー，景観創出等の独特の効果につ

いては特に強調した．さらにバスや自動車のメリッ

トも併せて明示し，3 手段を比較した上での賛成を

問うことで，適正な支払意志額の抽出に配慮した． 

 LRTには，定時性確保等の LRT利用効果，また非

利用効果として環境改善等の沿道地域への効果，さ

らにはLRTにより混雑が緩和される等の周辺道路へ

の効果が期待できる．これらの効果の受益者は互い

に重複するが，便益算定においては効果種別毎に料

金収受の方法を変えることで，ダブルカウントが発

生しないように工夫した． 

各設問における支払方法と受益者の設定は，現実

性と過大評価の防止に留意した．環境等への効果に

対しては助成金(税金)を支払方法とし，また受益者

は沿道世帯のみとした．ここで本研究では，TOD導

入地域を沿道地域とした．次に周辺道路利用の心理

的効果とは，LRT導入により周辺道路の混雑が緩和

され，運転疲労が軽減する等の心理面の向上を指す．

これによる受益者は特定が困難であり，混雑緩和が

見込める地域を対象に課税を仮定すると過大評価と

なるおそれがある．また助成金を支払方法とする設

問が複数存在することで，各々の金額での回答と合

計金額を考慮した上での回答では支払意志が異なり，

バイアス発生の可能性がある．従ってここでは，支

払方法を 1回限りの寄付金とし，また受益者をアン

ケート配布地域の免許保有者とした． 

各設問の提示額は，WTPの分析手法に応じて二段

階で設定した．まず LRT利用効果では，ワンコイン

バスが運営されている実情を踏まえ最低運賃を 100

円とした．環境等への効果，周辺道路利用の心理的

効果では，現在の経済情勢を勘案した上で，負担限

度額を各々1000円/月，20000円/1 回限りとした． 

 以上を踏まえ，アンケートの設問を表-1 とした． 

 

 

 

 

 

設問 主な整備効果 受益者 支払方法 提示額：1回目 2回目
・定時性の確保 運賃 YES→ 300
・運転からの解放 (片道･人) NO → 100
・環境負荷の低減
・交通弱者への配慮
・中心市街地の活性化

周辺道路利用 ・混雑解消による 寄付金 YES→ 20000
心理的効果 　運転時の疲労軽減 (1回限り･人) NO → 5000

－ 周辺道路利用効果 ・移動時間の短縮

表-1　アンケートの設問設定表
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(3) アンケート概要 

 アンケートは，設定した LRT整備効果の受益が見

込める宇都宮都心および周辺地区，真岡市，芳賀町

を対象に平成 14年 12月上旬に実施した． 

 

 

 

 1500通の配布に対して 718通(48％)の回収となり，

比較的高い回収率を得ることができた．住民の LRT

に対する関心の高さを伺い知ることができる． 

 

(4) 集計結果 

 集計結果を図-3 とする．有効回答数は，平均 676

通(総配布数に対して 45％)となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 各設問における賛成比率 

 提示金額が低い LRT利用効果，また環境等への効

果に関しては，初回提示額に対して 50％以上が賛成

を示す等，比較的高い賛成率を得た．しかし周辺道

路利用の心理的効果については，支払いが 1回限り

であるにも関わらず低い賛成率を示した．被験者が，

提示金額を高額と判断したことを示している． 

 

(5) ＷＴＰの推計 

 集計結果を基に，設問毎にWTPの推計を行った．

推計モデルは，経済理論との整合性が高いと云われ

るランダム効用モデルを採用し，分布関数をロジス

ティック分布とした．WTPには中央値と平均値があ

り，一般的に便益算定の場合，後者を用いるのが理

論的に妥当とされている．しかし，前者に対し高い

値となる傾向があるため，便益を安全側に評価する

観点から，本研究では中央値を採用することとした． 

この中央値 WTP を便益算定の原単位として設定

する．表-3に WTPの推計結果を示す． 

 

 

 

 

 

図-4～図-6に，各設問に関する賛成率曲線を示す．

支払方法が異なるため一概に比較はできないが，高

額な設問ほど中央値が低提示額側へシフトしており，

提示額の影響の大きさを見ることができる． 

 CVMに関して，本調査のように複数の質問を提示

する際に，各設問を通して同様な観点における回答

を得るためには，年間の換算額を併記する等がバイ

アスを小さくする上でも重要であるといえる．また

支払方法が寄付等のように回数・期間限定であるか，

あるいは税金等のように継続的であるかは，より明

確に説明する必要がある．この帳票の作成方法が，

今後の課題として残った． 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 Q1:LRT 利用効果に関する賛成率曲線 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 Q2:環境等への効果に関する賛成率曲線 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 Q3:周辺道路利用心理的効果に関する賛成率曲線 

方　式 配布数 回収数 回収率

郵送：Ａ 1000 274 27%

依頼：Ｂ 500 444 89%

総合計：Ａ＋Ｂ 1500 718 48%

表-2　アンケート概要
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4. ＬＲＴ導入における費用便益比分析 

 

(1) ＬＲＴの魅力に関する便益の算定 

 WTPを原単位としてLRTの魅力に関する便益を，

TODを導入した場合と導入しない場合との 2ケース

について算定した．TODとは，LRT駅周辺に商業・

住宅地域を開発することで，LRTの需要増加を図る

ものである．ここでは，商業･住宅床面積の割合を各々

1/2として TODを導入した際の LRT利用者および移

住人口の推計値 6)を基に，便益を算定した． 

 

 

 

 

 

図-7 LRT の魅力に関する便益 

 LRT には，時間短縮等の道路利用便益の他にも，

様々な経済的効果があることを立証できたといえる．

特に TOD を導入したケース②については，LRT 沿

線地域への移住に伴い，LRTの利用者数が増加する

こと等から良好な結果を示した． 

 

(2) 道路利用便益および総便益の算定 

 LRTの導入により，周辺道路では混雑が緩和され，

走行時間が短縮すること等が想定される．本研究で

は，将来マクロシミュレーションの推計結果(2020，

LRTあり･なし)を基に，時間短縮便益を算定した． 

 ケース①(TODなし)では，LRT導入により自動車

利用トリップは減少するものの，導入ルートでの車

線数減少(4車線→2車線)の影響により，周辺道路で

の局地的混雑が悪化し，負の便益を生じる結果とな

った．一方ケース②は，TOD地域への移住に伴い周

辺道路での交通量が減少し，良好な結果を得た． 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 便益の算定 

(3) 拡張費用便益比分析 

 LRTの魅力に関する便益を加味し，拡張費用便益

分析を実施した．なお本研究では，TODの開発に伴

う費用を住宅および商業開発の収益で賄うものと想

定して，費用便益分析から除外した． 

表-4 費用便益比分析結果 

 

 

 

 LRTの魅力に関する便益を加味することで，費用

の 2割程度，便益が増加した．しかしケース①にお

いては，シミュレーション条件に検討の余地が残る

ものの，道路利用における負の便益の影響が大きく，

LRT の魅力を加味しても費用便益比の観点からは，

事業の有効性を立証するには至らなかった．一方 TOD

を導入したケース②については，非常に良好な結果

を得た．TOD 地域に移住することにより LRT の需

要が促進され，かつ周辺道路の交通量が減少し，混

雑緩和が図られることが示されている． 

 

5. おわりに 

 

 本研究では，CVMを用いることで，LRTの魅力を

定量的に評価した．その結果住民には，LRTに対し

て一定の支払意志があり，事業の経済的負担の軽減

が期待できることを知見として得た．しかしながら

LRTの導入に際しては，LRTが有効に機能するため

の土地利用計画を検討する必要があることも分かっ

た．今後は，土地利用と併せてLRTの魅力の定量化

を図りつつ，これを指標に総合的な視野から，事業

評価を実施していく必要がある． 
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